様式第11－２号

予定建築物等以外の建築等協議書

	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 新築（新設）
　都市計画法第42条第２項の規定により、予定建築物等以外の　改　　　築　の協議をします。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 用途の変更

　　　　　年　　　月　　　日

　一関市長　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　協議者　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名称　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先



	１　開発許可番号
	年　　月　　日　　　　　第　　　　号

	２　工事完了公告年月日
	　　　　年　　月　　日

	３　当該土地の所在、地目、地番及び面積
	

	４　予定建築物等の用途
	

	５　建築（建設）しようとする建築物（工
　　作物）又は用途変更後の建築物の用途
	

	６　改築又は用途の変更をしようとする場合は、既存の建築物の用途
	

	７　建築（建設）しようとする建築物（工作物）又は用途の変更後の建築物が法第42条第１項ただし書の許可基準（法第29条第１項第２号若しくは第３号、法第43条第１項第１号から第３号まで若しくは第５号等に該当すること又は用途地域が定められていない非線引きの都市計画区域において、開発区域及びその周辺の区域における環境の保全上支障がないこと。）のいずれに該当するかの記載及びその理由
	

	８　その他必要な事項
	


備考１　建築理由書を添付すること。
　　２　次の図書を添付すること。
　　　⑴　位置図（1/25,000以上）、　⑵　区域図（1/2,500以上）、
　⑶　公図写し、　⑷　土地利用計画図（1/1,000以上）、
　⑸　排水施設設計平面図

